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 これまでに見た事例に現れているように、国際機構の活動に関して紛争が生じる例は

当然ながら珍しくない。その場合に、どのような紛争処理手続が利用可能だろうか 1。

まず、国際機構と構成国との間で紛争が生じる場合をみてみよう。 
 
１．訴訟手続の利用 

（１）国家間訴訟への変形 

 既に一度見た国際民間航空条約は、84 条において条約の解釈適用に関する紛争につ

き一条約当事国が他の条約当事国を相手に ICJ に提訴できると定めている（84 条に“the 

Permanent Court of International Justice”と書かれていることについては、ICJ 規程 37 条を参照）。

インド・パキスタン紛争の中でインドがパキスタン航空機のインド上空飛行を停止した

ことについてパキスタンが ICAO 理事会に訴え（これも国際民間航空条約 84 条に基づく）、

インドが ICAO 理事会は当該問題を扱う権限は持たないと主張したのに対し、ICAO 理

事会は自らの権限を肯定した。その理事会決定に対する「上訴」がインドにより ICJ に
なされたのが ICAO 理事会の管轄権に関する上訴事件（1972 年判決）である 2。 
 ICJ の訴訟手続において国家以外のものが当事者になり得ない（ICJ 規定 34 条）ことを

考えると、このように国際機構の権限に関する紛争を国家間紛争の形式に置き換えて

ICJ に持ち込むのは確かに一つの考え方である。しかし、国際機構に関する紛争を国家

間紛争に「変型」して処理するという方式は、多くの国際機構設立文書においては採用

されていない。なぜだろうか。 
 ロッカビー事件（事実関係の詳細につき、シラバスに示した判例集参照 3）を例に考えてみ

よう。この事件では、航空機爆破行為の被疑者を引き渡すことを米英がリビアに対して

求め、リビアがこれを拒否した 4。安保理は決議 731 (1992)を採択し、米英の引き渡し

要求に応えることを求めた（決議 2 項・3 項）5。 
 そこで、リビアは、民間航空の安全に対する不法な行為の防止に関するモントリオー

ル条約（国連テロ関連条約サイトの 3.の条約）14 条 1 項に基づき、アメリカ合衆国とイギリス

とを相手取り、国際司法裁判所に提訴した。同条約 5 条によれば、各条約当事国は航空

機に対する不法行為に対して管轄権を設定するとされており、同条約当事国たるリビア

                                                      
1 国際紛争処理一般については、国際法第二部で学ぶ。参照、酒井啓亘（ほか）『国際法』（有

斐閣、2011 年）第 4 編第 4 章。 
2 日本語での評釈は、波多野里望・尾﨑重義（編著）『国際司法裁判所 判決と意見 第二巻

（1964-93 年）』（国際書院、1996 年）、内ヶ崎善英「ICAO 事件再考」法学新報 98 巻 3・4 号

（1991 年）121 頁。 
3 さらに詳しくは、松田竹男「リビアに対する強制措置」静岡大学法経研究 42 巻 1 号（1993
年）33 頁。 
4 犯罪人引渡については国際法第一部で学んでいる。参照、酒井啓亘ほか『国際法』（有斐閣、

2011 年）第 5 編第 6 章第 3 節 2。 
5 決議前文 6 段に言及されている仏・米・英の要求については、U.N. Doc. S/23306 (1991)
（仏）、S/23308 (1991)（米）、S/23309 (1991)（英）を参照。フランスは、被疑者の引き渡しまで

は求めていない。 

http://www.icao.int/publications/Pages/doc7300.aspx
http://www.icj-cij.org/en/statute
http://www.icj-cij.org/en/case/54/judgments
http://www.un.org/en/sc/documents/resolutions/
http://www.un.org/en/counterterrorism/legal-instruments.shtml
http://doi.org/10.14945/00008636
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にもその権限があるため、リビアに対して引き渡しを求めるのは条約違反だ、と主張し

たのである。 
 すると、リビアによる提訴後、安全保障理事会は決議 748 (1992)を採択した。読めば

わかるとおり（とりあえず前文と本文 1 項のみ読めば良い）、「平和に対する脅威」の認定がなさ

れ、国連憲章 7 章に基づいて「決定」がなされている。これは、国連憲章 25 条に基づ

き、リビアが決議本文 1 項に定められた義務を負うことを意味する。と同時に、国連憲

章 103 条によれば、安保理決議上の義務がモントリオール条約上の義務に優先するよう

に読める。つまり、米英は、リビアによる国際司法裁判所提訴を実質的に無意味化すべ

く、決議 748 を採択させた、と考えることができる。そこで、リビアは、安保理決議 748
は国連憲章 1 条 1 項・2 条 7 項に違反し、リビアに対して対抗できない、と主張した。

リビアは、裁判所に提出した申述書 6において、次のように述べる(p. 222)。 

 

 
【仮訳】理事会は、とりわけ平和に対する脅威の認定について裁量を有する。しかし、

それは、理事会が恣意的に認定をなすことを認めるものではない。 

 このことは、平和に対する脅威が理事会による憲章第 7 章の援用を制約するという

ことでは全くない。そうではなく、平和に対する脅威がある場合に、その場合にのみ、

理事会は第 7 章に基づいて行動する権限を有するのである。すなわち、理事会が、第 7

章により与えられた権限を行使するというだけの目的のために平和に対する脅威があ

るとすることは認められないのである。 

 このように、ある事態が平和に対する脅威とされるのはその事態そのものの性質故

にであって、第 7 章により認められる措置を執ることを安保理に認めるためにではな

い。 

 
 このように、争点の一つは、決議 748 が前文において「平和に対する脅威」を認定し

                                                      
6 リビアが裁判所に提出した申述書(Mémoire)は、裁判所サイトからダウンロードできる。 

http://www.un.org/en/sc/documents/resolutions/
http://www.icj-cij.org/en/case/88/written-proceedings
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たことが国連憲章 39 条の解釈として正当化されるかどうか、すなわち、安全保障理事

会は自らに与えられた権限を適法に行使したかどうかであった。これに対し、イギリス・

アメリカは、安保理のみがその認定を行い得るのであって、国連憲章 25 条・103 条によ

り、モントリオール条約と安保理決議 748 (1992)とが矛盾する場合には安保理決議 748 
(1992)が適用されるため、リビアの請求は受理不可能(inadmissible)7であると主張した 8。 
 裁判所は、先決的抗弁判決において、以下のように述べた（対イギリス事案のみ挙げる）。 

 
 
ただし、ここでは「裁判所はこの問題について判断を示すことができる」と述べただけ

で、どのように判断するかは本案判決に先送りされた。 

                                                      
7 「裁判所の管轄権なし」という判決と「原告請求の受理可能性なし」という判決とは実務上

ほぼ同様の結果を生ぜしめるが、全く同一というわけでもない。この違いは国際法第二部で学

ぶ。 
8 Preliminary Objections of the United Kingdom, June 1995, paras. 4.65-4.66. これも注 6 のリンク先

からダウンロードできる。Preliminary Objections submitted by the United States of America, 20 June 
1995, para. 4.26. 米の書面はこちら。 

https://www.icj-cij.org/en/case/88/judgments
https://www.icj-cij.org/en/case/89/preliminary-objections
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 本件では、リビアが米英を相手に訴えた国家間訴訟で、安保理の権限行使の適法性が

争われている。ここから、以下のような問題が生じる。 
 安保理は国際の平和と安全の維持のための主要機関である（国連憲章 24 条 1

項）。本件では、憲章 39 条に基づき、平和に対する脅威の認定がなされている

（決議 748 前文）。この場合、国際司法裁判所は、安保理が当該事態を扱って

いる間、手続を停止すべきではないか？ 
 安保理も国際司法裁判所も国連の主要機関である（憲章 7 条）。同格の機関が同

格の機関の行為の有効性を審査することはできないのではないか？ 
 安保理の行為の有効性が争われているのであれば、本件手続への安保理の参加

なしに国際司法裁判所が審査することはできないのではないか？9 
 審査できるとしても、安保理の行為には有効性の推定が働くのであり、国連憲

章 25 条・103 条に基づき、リビアの請求を棄却すべきではないか？ 
 しかし、そうしてしまうと、安保理が国際司法裁判所における手続をいつでも

覆せることを認めてしまうことになる。それは、「主要な司法機関」（憲章 92
条）としての国際司法裁判所の地位の自己否定ではないか？ 

 では、決議 748 を違法無効と判断すべきか？ 法的な理由付けは可能か？ 可

能だとして、恐るべき政治的結果を招来してしまわないか？ 
 結局、国際司法裁判所は手続を引き延ばし、リビア・米英とも急がなかったため、裁

判外での和解が成立し、本件について国際司法裁判所が本案判決を下すことはなかった

（国際司法裁判所規則 88 条・89 条）。しかし、このような事案が再び ICJ に持ち込まれる

可能性はある。 
 
（２）国際機構を当事者とする国際司法裁判所での訴訟 

 ICJ 規程 34 条は、国家のみが ICJ において紛争当事者となることができると定める。

これは、PCIJ 規程作成当時に私人を排除する目的で定められた規定であるが、現時点で

より重要なのは国際機構がこの規定により排除されていることである。 
 国際機構も当事者となれるように規程 34 条を改正すべきとの主張は国連憲章（従っ

て ICJ 規程。参照、国連憲章 92 条）作成時から見られていた。しかも、1949 年国連損害賠

償勧告的意見を受けて採択された国連総会決議 365(IV)は、 

                                                      
9 国際機構ではなく国家との関係においてではあるが、参照、杉原高嶺「国際司法裁判におけ

る第三者法益原則」法学論叢 144 巻 4・5 号（1999 年）21 頁。 

http://www.icj-cij.org/en/rules
http://www.un.org/en/sections/un-charter/un-charter-full-text/
http://research.un.org/en/docs/ga/quick/regular/4
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としており、国連が少なくとも仲裁手続においては申立人（原告）になり得ることが明

確になった。そこで、ICJ 規程 34 条を改正して国際機構も国際司法裁判所において紛争

当事者となれるようにすべきとの意見がより強くなった（1954 年 Institut de droit 

international 決議 6 項、1956 年 International Law Association 決議（国連のみ）10。いずれも学会の

決議）。1997 年には、国連総会の下に設置された国連憲章および機構の役割の強化に関

する委員会に、ICJ 規程 34 条の改正案がグアテマラにより提出された。しかし、国連総

会は、決議 52/161 により、国連憲章・ICJ 規程の改正が不要な範囲での検討を進めると

述べた。そして、その後議論は進んでいない。なぜ、国際機構（あるいはせめて国連）の

ICJ における紛争当事者資格は現在に至っても認められないのだろうか。 
 
２．仲裁 

 

 訴訟手続が利用できない場合であっても、仲裁 11は可能である。ただし、これは仲裁

を認める明文規定（例、国連と米国との国連本部協定 8 条 21 項）があるか、紛争が生じた

後に仲裁で処理することについての個別の合意が必要であり、実例は少ない。 
 
３．国際金融機構における手続 

 IMF 協定 29 条、IBRD 協定 9 条、アフリカ開発銀行協定 61 条など、国際金融機構に

は特有の手続が定められている。どういう意味において特有であり、なぜそのような手

続が定められているのだろうか。 
 
４．勧告的意見 

 ここまでに述べた手続は法的拘束力ある判断が得られるものである。しかし、上に見

たとおり、現実にはこれら手続で紛争を処理することは容易でない。残された手段は、

                                                      
10 International Law Association, Report of the Forty-seventh Conference held at Dubrovnik, 1956, p. 
104. ILA のレポートは、学内ネットワークより HeinOnline で利用できる。 
11 仲裁については国際法第二部で学んでいる。詳しくは、酒井啓亘ほか『国際法』（有斐閣、

2011 年）349 頁以下。 

http://www.idi-iil.org/app/uploads/2017/06/1954_aix_03_fr.pdf
http://www.idi-iil.org/app/uploads/2017/06/1954_aix_03_fr.pdf
http://legal.un.org/committees/charter/
http://legal.un.org/committees/charter/
http://undocs.org/a/ac.182/l.95/rev.1/
http://www.un.org/en/sections/documents/general-assembly-resolutions/index.html
https://treaties.un.org/doc/Publication/UNTS/Volume%2011/volume-11-I-147-English.pdf
https://www.imf.org/external/pubs/ft/aa/
http://siteresources.worldbank.org/EXTABOUTUS/Resources/ibrd-articlesofagreement.pdf
http://www.afdb.org/fileadmin/uploads/afdb/Documents/Legal-Documents/Agreement_establishing_the_African_development_bank_-_2016_edition.pdf
http://www.kulib.kyoto-u.ac.jp/erdb/13505
http://heinonline.org/
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ICJ の勧告的意見である 12。 
 勧告的意見は、国際機構（の機関）が求めることのできるものであり（国連憲章 96 条）、

すなわち、勧告的意見を ICJ に要請するとの決定が国際機構によりなされることが前提

となる。すなわち、国際機構を「相手に」「訴える」ための手続として勧告的意見を利

用することは容易でない。というのも、当該国際機構（の機関）が勧告的意見を要請す

るという決定を採択するためには、当然ながら、それに賛同する国が当該機構内で多数

派にならねばならないからである。ある国際機構において何らかの決定がなされる場合、

当該機構構成国の多数派が当該決定を支持しているはずである。にもかかわらずその決

定は違法・無効だと考える国（＝当該機構内で少数派に属する国）が勧告的意見要請を主

張する場合、勧告的意見を要請するという決定も当該機構内で多数派を構成しないとで

きないのであるから、元々の決定に賛成した国（＝当該決定は合法・有効と考えているはず

の国）の中から、当該決定の違法・無効を国際司法裁判所に審理してもらうために勧告

的意見を要請することについて賛同してくれる国を集めてこなければならないことに

なる。それは、もちろん理論的にはあり得る話ではあり、実際にも、希有な例として政

府間海上協議機関（IMCO。現、国際海事機関(IMO)）の海上安全委員会の構成に関する

1960 年勧告的意見 13があるが、一般的に期待できることではない。 
 実際には、当該国際機構内で多数派を占め、従って多数決で当該国際機構の行為を決

定できる国が、当該行為の合法性・有効性に関する「お墨付き」を得るために勧告的意

見を求めることも多い（例、既に扱った南西アフリカ（ナミビア）に関する一連の勧告的意見

や、国連経費勧告的意見）。もちろん、何らかの決定が取られる前に、当該決定の法的基

礎が曖昧であるため、勧告的意見要請に賛同する国が多数派を占めて要請がなされるこ

ともある（例、国連損害賠償勧告的意見、WHO とエジプトとの協定の解釈勧告的意見 14）。 
 勧告的意見は拘束力を持たないが（詳しくは国際法第二部で学ぶ）、国連特権免除条約 30
項のような規定が適用される場合は、その規定を根拠に拘束力を有することとなる 15。 
 

以上 

                                                      
12 国際海洋法裁判所にも勧告的意見制度があり、国際海底機構が意見を求めることができる

（国連海洋法条約 191 条）。この規定に基づき、深海底活動保証国の責任・義務に関する勧告的

意見が 2011 年に出されている。この意見については、薬師寺公夫「深海底活動に起因する環境

汚染損害に対する契約者と保証国の義務と賠償責任」松井芳郎ほか（編）『21 世紀の国際法と

海洋法の課題』（東信堂、2016 年）338 頁。 
13 波多野里望・松田幹夫（編著）『国際司法裁判所 判決と意見・第 1 巻（1948 年－1963 年）』

（国際書院、1999 年）451 頁［横田洋三］。 
14 波多野里望・尾﨑重義（編著）『国際司法裁判所 判決と意見・第 2 巻（1964 年－93 年）（国

際書院、1996 年）477 頁［波多野里望］。 
15 詳細は、杉原高嶺『国際司法裁判制度』（有斐閣、1996 年）第 14 章七 2。 

http://www.icj-cij.org/en/case/43/advisory-opinions
http://www.icj-cij.org/en/case/43/advisory-opinions
http://www.icj-cij.org/en/case/43/advisory-opinions
http://www.icj-cij.org/en/case/65/advisory-opinions
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/B-S39%281%29-0639.pdf
https://www.itlos.org/en/top/home/
https://www.isa.org.jm/
http://www.un.org/depts/los/convention_agreements/texts/unclos/closindx.htm
https://www.itlos.org/en/cases/list-of-cases/case-no-17/
https://www.itlos.org/en/cases/list-of-cases/case-no-17/

